令和２年度


スマートシティ戦略総務課
総務グループ

１　総務に関すること
監査及び新公会計制度等の部業務の処理に関し、部内各課及び関係部局との連絡を密にし、業務の円滑な運営に努めた。
また、部の一般庶務、職員の衛生管理に関する事務等の適正な執行に努めた。
２　人事に関すること
部の人事について、職員の異動、昇任昇格者調整、職員の退職事務、部内職員研修及び部の行政運営の管理に関する事務を行った。
３　予算・決算に関すること
スマートシティ戦略部全体の予算編成及び旧ＩＴ・業務改革課の令和元年度決算に関し、部内各課及び関係部局との調整を行い、業務の円滑な運営に努めた。
調整グループ
１　大阪スマートシティ戦略会議の運営
　　　ＩＣＴをはじめとする先端技術活用し、住民の生活の質（QoL）の向上や都市課題の解決につなげていく「大阪モデル」のスマートシティの実現に向け、大阪市とともに、その方向性等を議論する大阪スマートシティ戦略会議を開催した。
　　　令和２年度開催回数：１回
２　【新規】公民共同エコシステムによる地域課題解決の促進
　　　スマートシティに関する先端技術を有する企業、団体、府内市町村等とともに「大阪スマートシティパートナーズフォーラム」を令和２年８月に設立し、市町村課題の見える化や課題解決のためのプロジェクト推進をはじめ、セミナー開催や幅広い情報発信等に取り組んだ。
・令和２年度（８月～３月）セミナー・ワークショップ開催実績  13回開催、1,683名（延べ）
参加
・令和２年11月より、「スマートヘルスシティ」「高齢者にやさしいまちづくり」「子育てしやすいまちづくり」「移動がスムーズなまちづくり」「インバウンド・観光の再生」「大阪ものづくり2.0」の６分野で、コーディネーター企業（16社）が各プロジェクトを開始し、令和３年３月に、延べ14市町で実証・実装をめざす「大阪スマートシティパートナーズフォーラム・プロジェクト発表会」を開催。
３　携帯電話等エリア整備事業
地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、市町村が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）を整備する場合に、当該基地局施設や伝送路の整備費用に対して国が補助金を交付する。府内市町村から要望があれば、大阪府携帯電話等エリア整備事業費補助金交付要綱に基づき、都道府県に対しても2/15（世帯数が100以上の場合1/5）を標準的な負担割合として、事業費の一部を負担するよう求められている。
令和２年度は、府内市町村からの要望はなく、補助金の交付は行っていない。
企画グループ
１　企画及び調整に関すること
部の行政の企画及び調整に関する事務、部の広報及び広聴に関する事務を執行し、事業の効率的な運営及び円滑な推進に資するよう努めた。
２　【新規】大阪府スマートシティ推進本部会議の運営
　　　「大阪スマートシティ戦略」を推進するため、スマートシティ戦略部を司令塔とする強力な全庁的推進組織として、知事をトップとする大阪府スマートシティ推進本部を令和２年４月１日に設置し、大阪府スマートシティ推進本部会議を開催した。
　　
	開催日
	議題

	第１回
	令和２年４月１日
	・大阪府スマートシティ推進本部について


３　【新規】大阪府市町村データ活用プラットフォーム
　　　大阪府及び府内市町村が保有するデータを蓄積・活用する基盤である「大阪府市町村データ活用プラットフォーム」（ＯＳＡ４３）を令和３年２月に構築し、大阪市が市民に提供している情報発信アプリケーション「赤ちゃんの駅マップ」及び「保育施設等の空き状況マップ」について、府内全市町村のデータを同プラットフォームに取り込むことにより、府民共通のアプリケーションとして公開した。
・データ活用プラットフォームの構築及び運用保守業務委託
　　令和２年度決算額：6,272,156円
　　　・Google Maps Platformの利用に係る役務提供
　　　　　令和２年度決算額：15,400円
４　オープンデータに関する取組みの推進
　　　健康、教育、防災、防犯など住民の暮らしに関わるデータや、交通、観光、環境など地域のデータなどを活用し、新しいサービスの創出や地域の課題解決の取組みを進めていくため、大阪府が保有するデータのオープン化に向けた準備を進めるとともに、府内市町村に対しオープンデータ支援研修の実施やオープンデータカタログサイトの整備支援を行った。
５　【新規】ＡＩチャットボットを活用した新型コロナウイルス感染症に関する問い合わせ対応
　　　新型コロナウイルス感染症に関する府民からの相談体制の充実等を図るため、令和３年２月に府民からの問合せに対してＡＩチャットボットによる自動応答を24時間365日可能にするサービスを開始した。
　　　・大阪府新型コロナ関連相談におけるＡＩチャットボット導入業務
　　　　　令和２年度決算額：664,400円
６　【新規】大阪おおきにアプリの開発・運営
府域でのキャッシュレス化の推進を図っていくため、大阪おおきにアプリ事業（※）をPayPay株式会社、株式会社りそな銀行・株式会社ビジコム共同企業体との連携のもと開発した。
（※）大阪コロナ追跡システムの登録完了画面より本アプリを起動することで、施設（店舗）固有の機能を利用するもの。

　　　　　機能の例）
飲食店のメニューの閲覧・注文・キャッシュレス決済

　　　　　　　

お得なクーポンの取得・利用

　　　　　令和２年度登録施設数：107件

　　　　　　　（内訳）　PayPay株式会社　105件

　　　　　　　　　　　　株式会社りそな銀行・株式会社ビジコム共同企業体　２件
７　【新規】スマートシティ戦略推進調査事業
大阪スマートシティ戦略を進めるにあたって、各分野の国内外の先進事例の詳細等の調査事業を実施した。
　　＜令和２年度調査項目＞
・スマートシニアライフ事業におけるニーズ調査
・スマートシティにおけるデータ利活用に関する調査
令和２年度決算額：1,909,600円　　
８　【新規】他部局の新型コロナウイルス感染症対策に対する支援
新型コロナウイルス感染症対策において、各部局が直面するＩＣＴ面での課題解決に向け、企業等とも連携しながら新たなシステムの構築やＩＣＴ環境の整備等、様々な支援に努めた。
令和２年度対応実績：135件
事務事業実績











